
大分県における介護現場の生産性向上に向けた
取組について

令和８年３月２日（月） 大分県福祉保健部高齢者福祉課
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介護現場における生産性向上推進フォーラム



１．大分県内の介護現場の課題と支援策

２．センターの位置づけと支援メニューを含む
取組の全体像

３．生産性向上関連施策に関する今後の方向性

内容

2
2



3

大分県のご紹介

総人口︓ 約１０８万人（R7.3.1現在）
県庁所在地︓大分市（人口約47万人）

市町村数︓１８市町村（14市3町1村）

〜大分県の特色〜
・県内全域に広がる日本一の湧出量を誇る温泉
・海や山などの豊かな自然、その中で育まれた新鮮で安全な食材
・宇佐神宮や六郷満山をはじめとした貴重な歴史的文化遺産など

別府温泉 関アジ・関サバ 宇佐神宮 進撃の巨人像（日田市）

総面積︓約6,340.71㎢
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大分県の人口の推移



(1)新規人材の参入促進
【福祉・介護人材確保対策事業】
・介護入門者・初任者研修資格取得助成
・修学資金、再就職準備金の貸付
・就職フェア、職場体験、出前講座等の実施
・キャリア支援専門員によるマッチング
・介護助手の活用促進
・訪問介護事業者への人材確保・経営改善支援

【現場革新推進事業】
・介護現場の生産性向上に関するワンストップ
相談窓口「介護DXサポートセンター」に配置
した介護ＤＸアドバイザーが伴走支援等により
各事業所の課題に応じた適切な介護テクノ
ロジー導入を支援

・業務効率化のための介護テクノロジー導入助成
補助率︓3/4（Ｒ6から補助率かさ上げ）

※より高い業務改善効果が見込まれる
パッケージ型導入（ICT機器と介護ロボットの
複数組み合わせ）への助成（上限1,000万円）

・ノーリフティングケアの普及促進
管理者向け指導者養成等研修

・ケアプランデータ連携システムの導入支援
普及促進アドバイザーの配置及び伴走支援

(4)処遇改善加算の取得促進
【処遇改善加算取得促進特別支援事業】
・事業所訪問による働きかけ

【介護人材確保・職場環境改善等事業】
【補】賃上げに取り組む事業者の職場環境改善等
（常勤職員一人あたり5.4万円相当額）

現状と課題
本県における高齢者人口がピークを迎える一方で、生産年齢人口は減少し、介護従事者は令和８（2026）年には

約1,300人不足すると推計され、介護人材の確保は急務となっている。

・生産年齢人口が右肩下がりに減少
・介護の仕事に対する社会の既存のイメージ
（給料が安い、体力的にきついなど）

②離職率が高い
・離職者の６割以上が勤続年数３年未満
・介護従事者が離職する理由では、「業務に関連
する心身の不調」が最も多い

・事業者管理職の働き方改革に対する意識
・記録作成などの周辺業務が多い
・夜間業務、抱え上げなど身体的負担大

③業務負担大①人材不足

課題に向けた取組（R7年度）
１．多様な人材の参入促進 ２．離職防止・定着 ３．現場革新（生産性向上）

(2)外国人材の受入推進
【外国人介護人材確保対策事業】
・インドネシア介護人材養成機関（MOU締結）
を中心とした送出国との連携強化・受入促進

・受入事業者が負担する初期費用等の助成
・外国人向け集合研修
・日本語学習支援、介護福祉士試験対策
・留学生への奨学金給付等に係る支援

(3)介護の仕事の魅力発信
【介護の魅力発信事業】
・介護職スキルアップ移住促進事業
・「介護の日」と併せたイベント開催
・介護情報発信WEBサイトの運営

(5)社会福祉施設等職員研修
【豊の国福祉を支える人づくり研修事業】
・指導監督職員研修などの実施

(6)若手介護職員の離職防止
【介護の魅力発信事業】
・「介護の日」イベント内で若手介護職員の相
互交流を図る企画を開催。

(7)介護事業者認証評価制度（ふくふく認証）
【介護の魅力発信事業】
・処遇改善や人材確保・育成など働きや
すくやりがいある職場づくりに積極的に取り
組む事業者を県が認証
・上位認証制度の設立

(8)生産性向上に向けた介護ＤＸの推進

基 盤 構 築
(9）市町村・介護関係団体との連携

【福祉・介護人材確保対策事業】 ・おおいた介護人材確保対策・現場革新検討部会・市町村介護人材確保プラットホーム構築事業
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１．大分県内の介護現場の課題と支援策



大分県介護DXサポートセンター
（介護生産性向上推進総合事業）

R6 R7R4 R5

アドバイザー

主な取組

窓口名
（事業名）

1名
（PT）

2名
（共にPT）

3名
（PT2名、OT1名）

3名
（うちPT、OT各1名）

DXモデル施設の養成

４施設
（計6施設） モデル施設での研修

介護生産性
向上セミナー

広報

取組を動画で紹介

200名参加

大分県介護ロボット普及推進センター
（介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム事業）

２施設 6施設
（計12施設）

300名参加100名参加
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２．センターの位置づけと支援メニューを含む取組の全体像

R5〜R7年度を介護テクノロジーの「普及重点期間」と位置づけ、センターと連携し支援を展開

県社協に
委託
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２．センターの位置づけと支援メニューを含む取組の全体像

市町村（圏域）施設名（種別）

大分市（中部）Greenガーデン南大分（特養）

臼杵市（中部）四季の郷（特養）

大分市（中部）創生の里（特養）※Ｒ6

由布市（中部）若葉苑（特養）※R5

国東市（東部）鈴鳴荘（特養）※R4

杵築市（東部）グリーンケアやまが（老健）※R5

別府市（東部）茶寿苑（特養） ※Ｒ6

佐伯市（南部）長良苑（特養） ※Ｒ6

豊後大野市（豊肥）偕生園（特養） ※Ｒ6

竹田市（豊肥）岡の苑（老健）※R5

玖珠町（西部）玖珠園（特養）※R4

日田市（西部）センテナリアン（老健） ※Ｒ6

中津市（北部）いずみの園（特養）※R5

中津市（北部）望箭荘（特養）※R6
県内先進施設（伴走支援なし・目指すべき施設）

介護DXモデル施設の取組を「KAIGO SWITCH」で公開
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２．センターの位置づけと支援メニューを含む取組の全体像

生産性向上セミナー（県主催）への参加
又は

センターへの事前相談 ※相談内容は任意

生産性向上セミナー（県主催）への参加
かつ

センターへ業務改善計画書を提出

R６年度

〜補助金を効果的に活用いただくために〜

R７年度

より質の高い導入・活用を
促すため、補助要件を厳格化

改善の方策（7つの打ち手）や
KPIを必ず記入
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２．センターの位置づけと支援メニューを含む取組の全体像

35

86
111 121

18

40

56
63

R4 R5 R6 R7

特養 老健

27%

64%

85% 94%

導入率

126

167

テクノロジー導入事業所数（特養・老健）

53

184

合計

※全196施設
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・「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会において、事業所の「生産性向上」
を重要な方向性の１つと位置づけ

・大分県は全国平均より高齢化が進んでおり、国内人材の確保に限界がある中、介護業務の
DXは待ったなしの状況

・伴走支援体制の強化
アドバイザーを中心に、事業所に対して課題分析や改善策立案までを手厚く支援

・介護テクノロジー導入支援の考え方
令和７年度まで︓介護テクノロジーの「普及」に重点を置き、伴走支援や助成制度等の

支援を幅広く展開
令和８年度以降︓導入効果の高い（KPI目標値の水準・実現性が高い）計画に対して、

従来より重点的に支援
※KPI︓最終目標（離職率減、有給休暇取得増、等）を達成するための活動指標

（例）定期巡回の回数、介護記録入力に要する時間、職員の腰痛率

「質」の高い生産性向上の取組に対して重点的に支援

背景・課題

実施内容（予定）

３．生産性向上関連施策に関する今後の方向性
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◎ケアプランデータ連携システムの普及と活用に向けた取組
（課題）居宅系は介護ロボット等の導入が難しく、施設系サービスに比べてDX化が進んでいない
⇒居宅系サービスの業務で負担の大きい「事業所間でのケアプランの受渡業務」の効率化に
注目し、ケアプランデータ連携システムを居宅系DXの「一丁目一番地」と位置づけ。

R６年度にシステムの導入促進事業を立上げ（国補正予算活用）

【参考】居宅系サービスに対する支援について

【事業の方向性】
R６年度 ︓普及促進のポイントを探るためのモデル事業を実施
R７年度〜︓モデル事業で得た知見を全県で横展開

【R7実施内容】 ※なかつ情報通信開発センター株式会社に委託

★「県内全事業者に対応する相談窓口の設置による包括的支援（量的拡大）」と
「重点市町村を定め、きめ細やかに伴走的支援を実施する個別支援（質的拡大）」の
両面からの事業展開を図る
１．市町村への説明会・要望調査、重点支援対象市町村（３市）の選定
２．全県向け相談窓口の設置（電話・相談フォーム）
３．導入支援セミナー︓経営層向け・事務担当者向けの計２回開催
４．重点市町村における導入・活用に向けた支援︓3市で計100事業所程度

【導入実績】411事業所（導入率11%） ※R7年11月末時点
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ご清聴ありがとうございました


